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新型コロナウイルス感染症等による雇用・賃金等への影響について
筑波総研株式会社　研究員　家 内  祐 太 　

■調査の概要
・調査内容：茨城県内の企業に対し、2020年4～6月期と比べた20年7～9月期の売上の見通し、新型 

コロナウイルス感染症等の影響により実施した雇用面での見直し内容、雇用面での見直しを
実施しなかった理由、賃金等の変更内容について調査した。

・調査時期：2020年9月上旬～9月下旬
・調査方法：「第68回茨城県内企業経営動向調査」実施時に合わせ、特別調査として郵送による記名式 

アンケート方式で実施した。
・調査対象企業：茨城県内主要企業878先へアンケートを実施し、393先より回答を得た。

■はじめに
茨城県内における新型コロナウイルス感染症の新規陽性者数の推移

右図は、茨城県内における新型コロナ
ウイルス感染症（以下：感染症）の新規
陽性者数の推移を示したものである。

茨城県では3月17日に初めて感染
者が確認され、4月上旬にかけて感染
者数の増加が続いた。こうした状況を
受け、4月16日に国の感染症対策本部
は、緊急事態措置を実施すべき区域を
全都道府県に拡大するとともに、茨城
県を含む13都道府県を特定警戒都道
府県に指定した。

こうした取組みの成果もあり、4月
下旬以降、感染者数は急速に減少し、
5月14日に感染症対策本部は、茨城県
を含む39県の緊急事態宣言を解除した。

また、6月8日には、茨城県でも茨
城版コロナ対策指針の対策Stageを
Stage1に緩和し、県外への移動についても原則自粛が解除された。7月入り後、感染者数が再び増加に転
じたが、7月3日に県は感染症対策と社会経済活動の維持を両立するために、茨城版コロナ対策指針を改定
し、外出自粛や休業要請等の一律の行動制限を回避する方針が打ち出された。その後、都内の感染状況が
悪化するなか、7月31日から9月8日まで東京への不要不急の移動・滞在の自粛が再び要請された。これ
により感染者数は減少したが、自粛解除後、足もとでは感染者数は再びやや増加しており、感染拡大の収
束は依然図られてはいない。

・2020年7～9月期の売上が20年4～6月期に比べ増加する見通しの企業の割合は26.5％に止まり、減少
する見通しの企業の割合（36.2％）を大きく下回った。

・2020年7～9月期の売上が20年4～6月期に比べ増加する見通しにある企業においても、その62.2％が
前年同期（19年7～9月期）に比べ売上が減少する見通しである。

・感染症等の影響により実施した雇用面での見直し内容は、「特に実施していない」（51.0％）が最も多く、
次いで「時間外労働の抑制」（27.3％）、「従業員の一時休業（一時帰休）」（13.3％）と続いた。

・雇用面での見直しを実施しなかった企業に対して、その理由を尋ねたところ、「感染症による自社への 
影響が小さいため」（50.8％）が最も多く、次いで「人手不足・雇用者確保のため」（28.0％）、「従業員の
士気の維持・向上のため」（21.2％）が続いた。

・一方、感染症等の影響により実施した賃金等の変更内容は、「特に変更していない」（78.8％）が最も多い
が、「賞与・一時金の引下げ」（11.8％）も少なからずみられた。もっとも、基本給・時給や各種手当に 
ついて変更している企業は少なく、多くの企業では固定的な賃金の変更を行うまでには至っていない。
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筑波総研　特別調査

※茨城県「新型コロナウイルス感染症陽性者一覧」より筆者作成

茨城県内における新型コロナウイルス感染症新規陽性者数の推移



 2020年4～6月期と比べた20年7～9月期の売上 （％）
増　　　加

横ばい
減　　　少

増加 
合計 5割以上 2割以上 

5割未満
1割以上 
2割未満 1割未満 減少 

合計 1割未満 1割以上 
2割未満

2割以上 
5割未満 5割以上

全産業 26.5 2.8 5.4 13.6 4.6 37.3 36.2 5.4 16.7 11.3 2.8
製造業 22.8 1.6 4.7 11.8 4.7 28.3 48.8 4.7 25.2 17.3 1.6
非製造業 28.2 3.4 5.7 14.5 4.6 41.6 30.2 5.7 12.6 8.4 3.4
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■調査結果
１．2020年7～9月期の売上が20年4～6月期に比べ増加する見通しの企業の割合は26.5％と、減少する
見通しの企業の割合（36.2％）を大きく下回る

下表は、2020年7～9月期（以下：今期）の売上について、20年4～6月期（以下：前期）からの変化につ
いて調査した結果をまとめたものである。今期の売上が前期に比べ「増加」する見通しの企業の割合は全産
業で26.5％（「5割以上」増加する見通しが2.8％、「2割以上～5割未満」が5.4％、「1割以上～2割未満」が
13.6％、「1割未満」が4.6％）であった。一方で、「横ばい」の企業は37.3％、「減少」の企業は36.2％（「1
割未満」減少する見通しが5.4％、「1割以上～2割未満」が16.7％、「2割以上～5割未満」が11.3％、「5割
以上」が2.8％）であった。

業種別にみると、製造業では、「増加」する見通しの企業の割合は22.8％、「横ばい」の企業は28.3％、「減
少」の企業は48.8％であった。非製造業では、「増加」する見通しの企業の割合は28.2％、「横ばい」の企業
は41.6％、「減少」の企業は30.2％であった。

製造業・非製造業ともに、増加した企業の割合が減少した企業の割合を下回り、感染症等の影響による
売上への下押し圧力は依然として強い状況にあるとみられる。製造業では、巣ごもり消費による需要の拡
大から食料品では売上の持直しがみられるものの、世界的な感染拡大による需要の低下から化学や輸送用
機械等では売上の下押し圧力が強い。非製造業では、経済活動の再開に伴い小売業やサービス業・飲食業
では売上の持直しがみられるものの、感染症の拡大等による企業の購買力の低下から卸売業では売上の下
押し圧力が強い状況にある。
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また、右上図は、今期の売上が前期に比
べ「増加」する見通しと回答した企業のう
ち、前年同期（19年7～9月期）からの変
化を今回実施した企業経営動向調査の「売
上・生産高」を用いて分析したものである。

今期の売上が前期に比べ増加する見通し
の企業のうち、62.2％が前年同期比では
減少する見通しである。今期の売上が前期
に比べて増加した企業においても前年同期
の水準に達していない企業が6割を超え、
売上の回復力には弱さがみられる。

詳しくみると、今期の売上が前期から
「5割以上増加」の企業のうち70.0％が前
年同期比では減少、「2割以上～5割未満の
増加」では66.7％、「1割以上～2割未満の
増加」では61.2％、「1割未満の増加」では
55.6％の企業で減少する見通しである。

右中図は製造業、右下図は非製造業につ
いて同様の関係をみたものである。今期の
売上が前期に比べ増加する見通しの企業の
うち、製造業では69.0％、非製造業では
59.4％が前年同期比では減少する見通し
である。

そうした中、業種別にみると、3密を避
けやすい建設業、巣ごもり消費の恩恵を受
けた食料品や小売業、ネット通販等の売上
増加の恩恵を受けた運輸業、経済活動が再
開したサービス業・飲食業では、売上が前
年同期の水準を超える見通しの企業がみら
れた。

前期比売上が増加した企業の前年同期比の売上動向

※比率：項目回答数÷回答企業数×100（いずれか1つのみ回答可）
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２．感染症等の影響により実施した雇用面での見直しについては、「特に実施していない」と回答した企業
が51.0％と最も多い

右図は、感染症等の影響により実施した
雇用面での見直しの内容について調査した
結果をまとめたものである。

全産業で第1位が「特に実施していない」
（51.0％）、第2位が「時間外労働の抑制」
（27.3％）、第3位が「従業員の一時休業（一時
帰休）」（13.3％）であった。

このように、回答した企業の約半数では、
雇用面での見直しを実施していないと回答
しているものの、製造業では時間外労働の
抑制を実施する企業が多くみられた。こう
した状況は、他のマクロ統計においても確
認することができる。

左下図は、茨城県内企業の所定外労働時
間の前年比の推移を示したものである。感
染が拡大した4月以降、全産業（調査産業
計）、製造業ともに所定外労働時間の減少が
続いているが、減少幅は製造業の方がより
大きいことが確認できる。

また、今次アンケートでは、従業員の一時休業（一時帰休）や所定労働時間の短縮等への回答も目立ち、
雇止めや解雇の回答は限定的であった。右下図は、茨城県において雇用調整の可能性がある事業所（県労
働局及びハローワークに対して休業に関する相談のあった事業所＜当面休業を念頭に置きつつも、不透
明な経済情勢が続けば解雇等も検討する意向の事業所を含む＞）の累積数と前週差を示したものである。
10月2日までに累積で約600事業所において雇用調整の相談があったが、本調査の結果を踏まえると、
多くは休業に関する相談であり、解雇等を検討する事業所は一部に止まると考えられる。

３．雇用面での見直しを実施しなかった理由として、「感染症による自社への影響が小さいため」と回答
した企業が50.8％と最も多い

次頁の右上図は、２.で「特に実施していない」と回答した企業に対して、雇用面での見直しを実施し
なかった理由について調査した結果をまとめたものである。全産業・製造業・非製造業ともに第1位が

「感染症による自社への影響が小さいため」（全産業：50.8％）、第2位が「人手不足・雇用者確保のため」
（同：28.0％）、第3位が「従業員の士気の維持・向上のため」（同：21.2％）であった。

このように、雇用面での見直しを実施しなかった企業のうち、約半数の企業では感染症による自社への
影響が小さく、雇用の見直しを実施するには至っていない。一方、感染症による需要の低下等から企業の
人手不足感は幾分緩和しているものの、中長期的にみれば人手が不足している企業も多く、雇用者の確保
や従業員の士気を維持・向上させるために雇用面での見直しの実施を見合わせた企業も多くみられた。
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※比率：項目回答数÷回答企業数×100（あてはまるもの全てに回答可）

感染症等の影響により実施した雇用面での見直し

所定外労働時間（前年比）の推移 雇用調整の可能性がある事業所数（茨城県）

※茨城県「毎月勤労統計調査地方調査」より作成 ※厚生労働省「新型コロナウイルス感染症に起因する
雇用への影響に関する情報について」より作成　
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また、「雇用調整助成金等、政府・県等の
支援策を活用したため」と回答した企業の
割合は、全産業で8.8％とさほど多くみら
れなかった。しかし、弊社が6月に実施し
た「新型コロナウイルス感染症の事業活動
への影響について」の調査では、「雇用調
整助成金」は22.0％、「持続化給付金」は
25.5％の企業で活用したと回答しており、
雇用面での見直しを実施した企業において、
こうした支援策が今回のアンケート結果以
上に活用されていることが窺われる。

回答企業からは「雇用調整助成金を生か
して雇用を継続させるように努めている
が、今後ともコロナの終息に時間がかかっ
た場合、雇用の見直しが必要になる」といっ
た声が寄せられた。政府や県等の支援策に
より雇用や賃金を維持しているものの、支
援策が無くなった場合には雇用や賃金を見
直さざるを得ない状況になり、政府や県の
支援策が雇用や賃金の維持を下支えしてい
る様子が窺われた。

４．感染症等の影響により「賞与・一時金」を引下げたと回答した企業は11.8％
下表は、感染症等の影響により実施した賃金等の変更内容について調査した結果をまとめたものであ

る。全産業で「特に変更していない」（78.8％）と回答した企業が最も多かったが、次いで「賞与・一時金
の引下げ」（11.8％）が多い結果となった。このように、8割近くの企業では、感染症等の影響による賃金
等の変更を行っていないが、感染症等の影響により業績が厳しい企業では、業績の動向により支給水準を
変化させやすい賞与・一時金の引下げを実施したものとみられる。特に業況感や売上等の持直しの動きが
相対的に弱い製造業で賞与・一時金の引下げが目立った。一方、「基本給・時給」や「各種手当」については、
変更の動きはさほどみられなかった。

 
こうした状況は、他のマクロ統計にお

いても確認することができる。右図は、
茨城県内企業の給与の推移を示したもの
である。基本給や残業手当等を示す「き
まって支給する給与」は前年の水準を維持
している一方、賞与・一時金等の支給額
を示す「特別に支払われた給与」の前年差
は、直近で大きく低下している。

感染症等の影響により、一部の企業で
は、賞与・一時金等の変動的な賃金を引
下げているものの、多くの企業では、固
定的な賃金の変更にまでは至っていない
様子が窺われた。
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特別に支払われた給与 前年差（右軸）

円

※２．で「特に実施していない」を回答した者のみ回答
※比率：項目回答数÷回答企業数×100（あてはまるもの全てに回答可）

※茨城県「毎月勤労統計調査地方調査」より作成

雇用面での見直しを実施しなかった理由

給与の推移（調査産業計）

 感染症等の影響による賃金等の変更内容 （％）
賃金引上げ 賃金引下げ 変更なし、その他

基本給・時給
の引上げ

賞与・一時金
の引上げ

各種手当ての
引上げ

各種手当ての
新設

感染症の感
染リスクの 
高い業務を行
う従業員の賃
金・手当等の
引上げ

基本給・時給
の引下げ

賞与・一時金
の引下げ

各種手当ての 
引下げ・廃止

特に変更して
いない その他

全産業 2.9 2.1 0.5 1.8 0.5 2.1 11.8 1.3 78.8 1.0
製造業 0.8 2.4 0.8 0.8 0.8 4.0 18.4 0.8 72.8 0.8
非製造業 3.9 1.9 0.4 2.3 0.4 1.2  8.6 1.6 81.7 1.2

※比率：項目回答数÷回答企業数×100（あてはまるもの全てに回答可）


